
























令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） □ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

分類 Ⅰ類事業

03 民生費

民生管理費01

02 防犯対策費

101 安全・安心見守り事業

事業名 安全・安心見守り事業

所属 市民生活部 市民政策課

条例
要件

検討
内容

小学校及び通学路付近の公園に設置した多機能型カメラを活用した見守り

システムは、児童と保護者への安全・安心のサービス提供を第一義的な

目的としているため、大東市公民連携に関する条例第2条第4号はいずれ

も満たさない。

未来づくり分科会Α

3健康寿命の延伸 (3)高齢者を支え合う環境づくり

5出産や子育ての安心と魅力の創出
 (4)安全・安心の子育て環境づくり

総合
戦略

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・1月　　就学前説明会で保護者への周知・申し込み開始
・4月～　利用開始（新一年生は4・5月は利用料無料）
・10月～12月　3Gサービスの終了（令和6年1月末日）と機
器の老朽化のため、5G対応の多機能型カメラ及びビーコン
受信機へ更新を実施。

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

・児童の利用者の増加促進

①事業目的
　・小学校及び通学路付近の公園に設置した多機能
型カメラの維持管理を行い、児童等を見守
　　る。
②事業内容
　・小型発信器を携帯した児童等の通過を保護者
　　等に位置情報として通知する見守りシステム
　　の運用経費
③事業対象者
　・小学生
④現状と課題
　・児童利用数の増加促進
　・多機能型カメラ及びビーコン受信機は設置か
    ら約6年が経過しているが、カメラの耐用年数
    が到来していること、ビーコンの送受信に使
    用しているソフトバンクの3Gサービスが令和6
    年1月末日をもって終了することから、最新カ
    メラとビーコン機器（5G対応）への更新を実
    施。

事
業
概
要

(

今
年
度

)
・利用に向けた周知・広報を行った。
・多機能型カメラ及びビーコン受信機の全機更新を行っ
た。

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計



３．事業費等

1.00

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

成果
令和5年度

8,602

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
　利用者数の割合は目標値を下回ったものの、昨年度比では増加している。事業開始から減少
に転じたことはないが、全機器の更新に加えて3台の多機能型カメラを増設しており、サービス
の拡充を図っている。

実績
指
標
③

目標

％
目標 10 12

指
標
①

活動

市立小学校児童によるビーコン機器利用者の割合

12 12

12 実績 12 12 12

指標の定義

市立小学校の利用者数の
割合

15

15 実績 11.5 12.8

指標の定義

14

本事業のサービス案内実施対象の市立小学校数

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
回

目標 12

区分
目標年次

単位指標名

新一年生入学説明会でパ
ンフレット申込用紙配布

出典

11,846 11,698 26,957

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

650 523 575

7,8771.00 7,952 1.00

8,097 8,452

7,574

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

15,596

3,244 3,601 2,909

15,596

3,244 3,601 18,505

3,193 3,548 18,434
3 3 3

48 50 39
29

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

報償費

区分
令和3年度



















令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） ■ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

分類 Ⅱ類事業

04 衛生費

清掃費02

04 環境保全費

101 水質改善事業

事業名 水質改善事業

所属 市民生活部 環境室

条例
要件

検討
内容

環境室で小型船舶を所有しており、河川の清掃活動で使用しているが、年

間で10日程の使用日数なので、有効利用を考えていきたい。

未来づくり分科会Α

総合
戦略

大東市環境基本計画

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・河川清掃用船舶（市所有）による河川清掃の実施（年
  12回）
・恩智川クリーン・リバープロジェクトの開催（10月）

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

恩智川流域美化協定の取組み効果検証
（令和3年度～）

・河川の浮遊ごみ対策に取り組む。
・恩智川の浮遊ごみ対策を大阪府及び流域4市で広域
的に実施

【実施期間】
　令和3年度～令和10年度

事
業
概
要

(

今
年
度

)
河川清掃の実施及び恩智川クリーン・リバープロジェクト
の開催

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計



３．事業費等

1.00

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

活動
令和5年度

8,602

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
恩智川クリーン・リバープロジェクトは雨天のため中止となったものの、開催に向けた準備は
滞りなく出来た。また今年度から実験的ではあるが、潮の影響を考慮した浮遊ごみの回収日を
設定した結果、昨年度回収量と比べ、4割増しの実績となった。令和6年度より清掃回数を増や
すなど、より一層効果的な河川美化を推進していく。

実績
指
標
③

目標

回
目標 8 12

指
標
①

成果

河川清掃用船舶（市所有）による恩智川の年間清掃回数（月1回の清掃を実施する。）

5 5

5 実績 6.4 6.8 6.3

指標の定義

河川清掃用船舶（市所
有）による恩智川の浮遊

ごみの回収

12

12 実績 8 12

指標の定義

11

市内河川及び水路におけるCODの値（河川の環境基準5mg/Lを目標値としている。）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和10年度
mg/L

目標 5

区分
目標年次

単位指標名

市内河川、水路のCOD改善
値

出典

11,605 11,690 12,413

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

650 523 575

7,8771.00 7,952 1.00

8,097 8,452

7,574

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

3,003 3,593 3,961

3,003 3,593 3,961

257 400 500

1,519 2,004 2,226
340 240 340

696 758 832
191 191 63

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

報償費

区分
令和3年度





３．事業費等

1.40

0.30

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

活動
令和5年度

2,581

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
事業参加者へのアンケートについては、「参加をして良かった」との回答が目標値を達成し、
啓発イベントの参加に繋がる結果となった。また、人権について身近に感じてもらうのため人
権啓発ネットワーク大東のマスコットキャラクター・団体愛称の募集・決定、啓発グッズの作
成を行い、市民協働での啓発活動を実施した。今後マスコットキャラクター等を積極的に活
用・PRを行い、市民協働で啓発活動を行っていく。

実績
指
標
③

目標

件
目標 3 5

指
標
①

成果

啓発動画の作成を行い、市公式YouTubeに掲載した件数

80 80

80 実績 86.4 82.8 86.5

指標の定義

動画作成数
5

5 実績 2 7

指標の定義

3

イベントの参加者アンケートで「満足」「良かった」と回答した人の平均割合

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
％

目標 80

区分
目標年次

単位指標名

事業参加者へのアンケー
ト

出典

4,141 17,340 17,093

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

195 732 805
0.30 574 602

11,0280.30 2,386 1.40

11,910 12,435

10,604

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

156 816 857

493

1,404 4,121 3,801

493

1,560 5,430 4,658

185 344 207
500 499 514

68 10

82 1,988 1,420
130 665 702

663 1,141 1,118
454 300

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

271報償費

区分
令和3年度

387

























３．事業費等

0.50

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
　大東市地域福祉計画改訂にあたり、市民意識調査の郵送配布に加えて、PC等で回答できるWEB
回答方式を取り入れた。地域福祉計画ワークショップの開催において、次回の改定時に開催手
法等の工夫を凝らし、より市民の意見を聞く機会の確保に努める。また、新たに「成年後見制
度利用促進計画」及び「再犯防止推進計画」を一体的に策定した。計画期間を5年間から6年間
に変更し、同時期改定の障害（3年間）・介護計画（3年間）と整合を図っている。

実績
指
標
③

目標

目標

指
標
①

活動
- 2

2 実績 - - 1

指標の定義

実績

指標の定義
第5期大東市地域福祉計画の策定にあたり、新たに地域のニーズや課題を把握し、市民の声を計画
に反映させるため、地域福祉計画ワークショップを開催する回数

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
回

目標 -

区分
目標年次

単位指標名

地域福祉計画ワーク
ショップの開催回数

出典

10,013

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

288

3,939

4,227

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

1,184

4,602

341

5,786

5,445

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

報償費

区分
令和3年度



















































































令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） □ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

分類 Ⅱ類事業

03 民生費

老人福祉費03

01 老人福祉総務費

100 地域密着型サービス整備事業

事業名 地域密着型サービス整備事業

所属 保健医療部 高齢介護室 高齢政策グループ

条例
要件

検討
内容

第8期大東市総合介護計画に基づき地域密着型サービス事業所や介護予防

拠点等の整備を図るもので、介護サービス事業者や自治会等民間の協力が

不可欠ではあるが、補助金の交付が主な内容であり、公民連携の手法には

なじまない。

未来づくり分科会Α

総合
戦略

大東市総合介護計画

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・4月～6月　介護予防拠点の募集
・5月～7月　看護小規模多機能型居宅介護事業所の
　　　　　　公募
・6月　　　 認知症対応型共同生活介護事業所の空調
　　　　　　機器の整備、竣工検査
・8月　　　 大阪府との事前協議（介護予防拠点）
・10月　　　補助金の交付決定（介護予防拠点）
・3月　　　 竣工検査の実施（介護予防拠点）

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

　第8期大東市総合介護計画に沿って、公募、選定、
開設整備支援等を行うと共に、補助対象事業につい
ては補助金の交付を行う。

　第8期大東市総合介護計画に基づき施設等の整備
（看護小規模多機能型居宅介護事業所：実施期間中1
カ所、介護予防拠点：各年度2カ所）を行う。

【実施期間】
令和3年度～令和5年度

事
業
概
要

(

今
年
度

)
　看護小規模多機能型居宅介護事業所（看多機）1カ所の
整備を目指し公募したが、応じる事業者がなく、整備でき
なかった。
　介護予防拠点を1カ所整備した。
　熱中症対策として、認知症対応型共同生活介護事業所
（グループホーム）1カ所の空調機器を整備した。

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計



３．事業費等

0.13

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

成果
令和5年度

860

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
看多機は、公募に応じる事業者がなく、第8期計画期間中（令和3～5年度）には整備できなかっ
た。背景として事業所の採算性や介護人材不足などが考えられるが、複合型サービス事業所の
需要の高まりを受けて第9期計画（6～8年度）にも整備をうたっており、日本看護協会公式HPへ
の掲載や事業者への声掛けなどを行う。介護予防拠点の整備は、コロナ禍において停滞したも
のの、自治会などへの積極的な働きかけの結果、4年度以降は概ね順調に進んでいる。

実績
指
標
③

目標

％
目標 100 100

指
標
①

活動

第8期大東市総合介護計画に記載している地域密着型サービス事業所等の整備を完了した割合

1 1

1 実績 1 1 1

指標の定義

計画期ごとの地域密着型
サービスの事業所等の整

備達成率

100

100 実績 0 67

指標の定義

33

第8期大東市総合介護計画に記載している地域密着型サービス事業所整備の公募の実施回数

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
回

目標 1

区分
目標年次

単位指標名

公募の実施

出典

健康寿命
第2期大東市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略

平成27年 令和7年度

大阪府調べ
(平均寿命)男性80.0
歳、女性86.4歳

(健康寿命)男性77.99
歳、女性82.22歳

平均寿命の延びを上
回る健康寿命の延伸

860 1,354 15,561

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

65 68 75

1,0240.10 795 0.13

1,053 1,099

985

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

4,752

9,710

301

301 14,462

301 14,462

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

報償費

区分
令和3年度



























令和5年度（決算）

１．基礎情報

05

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） □ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

分類 Ⅱ類事業

09 地域支援事業費

地域支援事業費01

01 地域支援事業費

018 地域支援事業（高齢政策・介護予防）

事業名 地域支援事業（高齢政策・介護予防）

所属 保健医療部 高齢介護室 高齢政策グループ

条例
要件

検討
内容

老人福祉施設における介護予防イベントとの位置付けであり、公民連携の

手法にはなじまないが、講師依頼を通じて民間事業者等の介護予防に関す

るノウハウを活用していく。

未来づくり分科会Α

総合
戦略

大東市総合介護計画

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・5月～3月　卓球教室（諸福老人福祉センター）
・6月　　　 健康講座（諸福老人福祉センター）
・10月　　　自力整体講座（野崎老人憩の家）
・1月～3月　自力整体連続教室（野崎老人憩の家）

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

　高齢介護室所管の老人福祉施設において介護予防
活動を展開し、高齢者を支えていく地域包括ケアシ
ステムの深化・推進を図る。

　介護予防の普及啓発に資する介護予防教室等の開
催、また、年齢や心身の状況等によって高齢者を分
け隔てることなく、誰もが参加することができる介
護予防活動の地域展開を目指す。【介護予防普及啓
発事業　地域介護予防活動支援事業】

【財源構成】
国庫支出金　25.0％
府支出金　　12.5％
市　　　　　12.5％
1号保険料　 23.0％
2号保険料　 27.0%

事
業
概
要

(

今
年
度

)
　高齢介護室所管の老人福祉施設においてイベント等を開
催し、高齢者の介護予防を推進した。

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

介護保険特別会計



３．事業費等

0.40

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

指
標
②

成果
令和5年度

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
野崎老人憩の家において「自力整体連続教室」、諸福老人福祉センターにおいて「卓球教室」
をそれぞれ一定期間実施した結果、介護予防に資するイベントの開催回数、参加者数ともに大
幅に増えることとなった。これらの取り組みが高齢者の介護予防推進の一助になったと考えて
おり、今後も老人福祉施設におけるイベント等を通じて、高齢者の介護予防活動を推進してい
く。

実績
指
標
③

目標

人
目標 － －

指
標
①

活動

北条・野崎老人憩の家及び諸福老人福祉センターで開催する、介護予防に資するイベントの参加者
数

－ 6

6 実績 3 2 37

指標の定義

介護予防に資するイベン
トの参加者数

90

90 実績 53 34

指標の定義

486

北条・野崎老人憩の家及び諸福老人福祉センターで開催する、介護予防に資するイベントの開催回
数

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
回

目標 －

区分
目標年次

単位指標名

介護予防に資するイベン
トの開催回数

出典

健康寿命
第2期大東市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略

平成27年 令和7年度

大阪府調べ
(平均寿命)男性80.0
歳、女性86.4歳

(健康寿命)男性77.99
歳、女性82.22歳

平均寿命の延びを上
回る健康寿命の延伸

334 3,526

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

人
件
費

内
訳

21 230

3,1510.04

324 3,381

303

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

36

1 18

4 52

3 39

2

10 145

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

10報償費

区分
令和3年度

145
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